
（証券コード 7408)
平成26年６月11日

株 主 各 位
東京都三鷹市大沢六丁目11番25号

代表取締役社長 鈴 木 善 久
　

第74回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ
いますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます
ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用
紙に賛否のご表示をいただき、平成26年６月25日（水曜日）午後５時30分までに到着
するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記
1. 日 時 平成26年６月26日（木曜日） 午前10時
2. 場 所 東京都多摩市落合一丁目43番地

　京王プラザホテル多摩 ３階 「白鳳」

3. 目的事項
報 告 事 項 1. 第74期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）事業

報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査
役会の連結計算書類監査結果報告の件

2. 第74期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）計算
書類の内容報告の件

決 議 事 項
第１号議案　 剰余金の処分の件
第２号議案　 取締役９名選任の件
第３号議案　 監査役１名選任の件
第４号議案　 補欠監査役１名選任の件
第５号議案　 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件

4. 招集にあたっての決定事項
議決権行使書面において、各議案に賛否の記載がない場合は、賛成の意思表示
をされたものとして取り扱うこととさせていただきます。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

◎ 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイト (http://www.jamco.co.jp）に
掲載させていただきます。
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(添 付 書 類）

事 業 報 告

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

Ⅰ．企業集団の現況に関する事項

　1. 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度は、米国及び日本の景気回復が進み、中国の景気も成長の鈍化

が窺われるものの概ね安定的に推移し、又、景気が低迷していた欧州地域及び新

興諸国にも持ち直しの動きがみられるなど、世界景気は堅調に推移しました。対

米ドル円相場は円安傾向で推移し、国内の輸出企業を中心に企業収益が好転する

状況となりました。

　航空輸送業界では、格安航空会社（LCC）の台頭などによって競争は激化してお

り、大手航空会社では路線の再編や様々なサービス戦略を積極的に展開しており

ます。又、航空会社各社は、原油価格の高止まりにより厳しい経営を強いられる

なか、増加する航空旅客需要に対して燃費効率に優れる新型航空機の導入を推し

進めています。

　航空機メーカーにおいては、ボーイング社は787型機の生産機数を月産10機から

今後段階的に引き上げるとしており、又、777Xの事業化を発表し開発を進めてい

ます。一方、エアバス社はA350型機の初号機を2014年後半に航空会社へ引き渡す

予定で試験飛行を続けています。両社ともにこれら新型航空機を含めて受注残高

は高い水準にあり、航空機メーカーの生産は更なる伸びが期待されています。

　こうしたなか当社では、航空機内装品事業においては、787をはじめとした製品

の増産対応、航空機用旅客座席（シート）の開発、生産を推し進めました。

　航空機器製造事業においては、炭素繊維構造部材（ADP）及び民間航空機エンジ

ン部品の新工場（新会社）移管後の生産体制の早期安定に努めました。

　航空機整備事業においては、機体整備の受注確保、業績回復に努めるとともに、

装備品整備の効率化を目指して工場の統合を行い、人員及び設備等の再配置を行

いました。

　この結果、当連結会計年度の経営成績は、連結売上高 64,914百万円（前期比

13,433百万円増）、連結営業利益 4,288百万円（前期比 1,403百万円増）、連結経

常利益 4,539百万円（前期比 1,433百万円増）、連結当期純利益 2,721百万円（前

期比 1,011百万円増）となりました。
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　 セグメント別の業績は、次のとおりであります。

[航空機内装品等製造関連]

　当事業では、客室内装備の一括供給メーカー（トータル・インテリア・インテ

グレーター）を目指した事業戦略に沿い、新規品目及びアフターマーケットの受

注拡大に向けた種々の施策を継続する一方、新造機向け内装品の増産に向けた体

制づくりに注力しております。

　当期は、787関連製品及びシートなどの出荷増加、スペアパーツ販売の増加、為

替相場が円安に推移したことによる外貨建て売上高の増加などにより、売上高は

前期に比べて増加しました。又、経常利益についても、シート及び787関連製品の

開発コスト等の増加などがありましたが、主力製品であるギャレーの製造コスト

削減、スペアパーツ販売の増加、円安による影響等により、前期に比べて増加し

ました。

　この結果、航空機内装品等製造関連は、売上高 50,909百万円（前期比 12,622

百万円増）、経常利益 4,196百万円（前期比 1,084百万円増）となりました。

[航空機器等製造関連］

　当事業では、防衛関連を中心とした熱交換器などのコア製品の受注拡大ととも

に、炭素繊維構造部材（ADP）と民間航空機エンジン部品の増産に適応した新工場

（新会社）の生産体制の確立に努めてまいりました。

　当期は、民間航空機エンジン部品の生産量の増加、為替相場が円安に推移した

ことによる外貨建て売上高の増加などにより、売上高は前期に比べて増加しまし

た。一方、経常利益については、防衛関連部品と民間航空機エンジン部品におい

て、新規製造品目が増えたことによる初期コスト増が響き、前期に比べて減益と

なりました。

　この結果、航空機器等製造関連は、売上高 5,898百万円（前期比 513百万円

増）、経常利益 236百万円（前期比 96百万円減）となりました。

[航空機整備等関連］

　当事業では、装備品整備の受注が若干減少しましたが、機体整備の受注活動に

努め整備機数が増加したことから、売上高は前期に比べて増加しました。又、組

織再編による効率化を進め、操業度を高い水準で維持したことから、経常利益を

確保しました。

　この結果、航空機整備等関連は、売上高 8,106百万円（前期比 296百万円増）、

経常利益 103百万円（前期は、経常損失 354百万円）となりました。
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　2. 設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施した設備投資は、生産設備の更新、ＩＴシステムの増

強、787関連製品増産のための金型等、業容拡大に伴う投資を積極的に進めたこと

により、2,273百万円となりました。

　3. 資金調達の状況

　 特記すべき事項はありません。

　4. 対処すべき課題
　当社は、安定した収益力のある「強い会社」を目指してまいります。その達成

に向けて、それぞれの事業分野において事業戦略に基づいた諸施策を推進する一

方、当社共通の課題として、内部統制体制の充実、財務体質の強化、人財育成に

より経営基盤の強化に取組み、事業の拡大を目指してまいります。

　又、平成26年3月期から執行役員制度を導入しており、意思決定機能と業務執行

機能の区分を明確化することで、迅速な意思決定と経営基盤の強化を図ってまい

ります。

　事業別の対処すべき課題は次のとおりです。

　航空機内装品等製造関連事業では、787をはじめとした増産対応、シート事業本

格参入後の生産体制の速やかな立ち上げ、グループのグローバル・サプライチェ

ーンの最適化、円高局面にも耐えうる強いコスト構造の構築などに取組んでまい

ります。又、世界の内装品市場における競争激化に対し、トータル・インテリ

ア・インテグレーターとしての商品提案力の強化を図り、新規品目の開発と市場

への投入を加速させてまいります。

　航空機器等製造関連事業では、新工場（新会社）によるADP及びエンジン部品の

効率的な生産体制の改善を更に進めて収益性を高め、又、特殊工程技術を活かし

た熱交換器等の防衛関連製品を含めた新規品目の開発を促進し、新たな顧客の開

拓と受注増によって事業の拡大を目指してまいります。

　航空機整備等関連事業では、飛行安全の確保と品質向上を最優先に、機体整備

の受注拡大と人的リソースの効率的運用を図り、又、装備品整備については、海

外顧客も視野に入れて受注拡大を目指すとともに、選択と集中により収益性を高

めてまいります。
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　5. 財産及び損益の状況

区 分
第 71 期

(平成23年３月期)
第 72 期

(平成24年３月期)
第 73 期

(平成25年３月期)

第 74 期
(当連結会計年度)
(平成26年３月期)

売 上 高 42,942百万円 49,786百万円 51,481百万円 64,914百万円

経 常 利 益 1,510百万円 603百万円 3,105百万円 4,539百万円

当 期 純 利 益 192百万円 11百万円 1,709百万円 2,721百万円

１株当たり当期純利益 7.17円 0.44円 63.73円 101.45円

総 資 産 57,571百万円 56,869百万円 64,544百万円 71,647百万円

純 資 産 15,570百万円 15,361百万円 17,306百万円 19,691百万円

　6. 主要な事業内容

事 業 部 門 主 要 な 事 業 内 容

航空機内装品等製造関連事業 ギャレー、ラバトリー、シート、ギャレー搭載用各種装備品等の製造

航 空 機 器 等 製 造 関 連 事 業
熱交換器、航空機用炭素繊維構造部材、民間航空機エンジン
部品等の製造

航 空 機 整 備 等 関 連 事 業 航空機の機体、客室、装備品等の整備・改造

― 5 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月30日 17時18分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.40 20131220_01）



　7. 主要な営業所及び工場

　 (1) 当社

本 社 東京都三鷹市

内装品工場 東京都立川市

機器製造工場 東京都調布市

部品整備工場 東京都調布市・千葉県成田市・東京都大田区

機体整備工場 宮城県岩沼市・宮崎県宮崎市・北海道帯広市・東京都大田区

　 (2) 子会社

株式会社新潟ジャムコ 　 新潟県村上市

株式会社宮崎ジャムコ 　 宮崎県宮崎市

株式会社徳島ジャムコ 本 社：東京都世田谷区

事業所：徳島県板野郡

株式会社ジャムコ エアロテック 本 社：東京都三鷹市

事務所：千葉県成田市

株式会社オレンジジャムコ 本 社：東京都三鷹市

事務所：東京都立川市

株式会社ジャムコテクニカルセンター 　 東京都三鷹市

株式会社 ジャムコ エアロマニュファクチャリ
ング

　 宮城県名取市

JAMCO AMERICA, INC. 　 アメリカ合衆国

JAMCO AERO DESIGN & ENGINEERING PTE LTD. 　 シンガポール

JAMCO PHILIPPINES, INC. フィリピン

（注）JAMCO EUROPE B.V.は平成25年６月に清算が結了しております。

　8. 従業員の状況

　 (1) 企業集団の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

2,406名 110名増

(注) 1. 上記従業員には、臨時従業員（パートタイマー）372名は除いてあります。
2. 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当

社グループへの出向者を含む就業人員であります。

　 (2) 当社の状況

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

1,130名 31名減 42歳 18年

(注) 1. 上記従業員には、臨時従業員（パートタイマー）129名は除いてあります。
2. 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員で

あります。
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　9. 重要な親会社及び子会社の状況

　 (1) 重要な親会社の状況

　 特記すべき事項はありません。

　 (2) 重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

株式会社新 潟 ジ ャ ム コ 300百万円 100% 航空機内装品製造

株式会社宮 崎 ジ ャ ム コ 100百万円 100% 航空機内装品製造

株式会社徳 島 ジ ャ ム コ 30百万円 100% 航空機、航空機装備品整備改造

株式会社ジャムコ エアロテック 30百万円 100% 航空機、航空機装備品整備改造

株式会社オ レ ン ジ ジ ャ ム コ 10百万円 100% 航空機部品の組立補助作業等（障がい者特例子会社)

株式会社ジャムコテクニカルセンター 30百万円 100% 航空機内装品及び航空機製造の新技術、新製品の開発等

株式会社 ジャムコ エアロマニュファクチャリング 100百万円 100% 航空機器製造

J A M C O A M E R I C A , I N C . 16,538千USD
91.87%
(注１)

航空機内装に関する業務部品調達業務等

J A M C O A E R O D E S I G N ＆
E N G I N E E R I N G P T E L T D .

1,000千USD
5%

(注２)
航空機内装に関する技術業務

J A M C O P H I L I P P I N E S , I N C . 86,000千PHP
70%

（注３,４)
航空機内装品製造

（注１) JAMCO AMERICA, INC.は、平成25年９月に増資を行い、資本金が13,453千USDから16,538千
USDになっております。

（注２) 子会社の所有割合と当社の所有割合を合計した所有割合は55％であります。
（注３) 子会社の所有割合と当社の所有割合を合計した所有割合は100％であります。
（注４） JAMCO PHILIPPINES,INC.は、平成26年３月に増資を行い、資本金が43,000千PHPから86,000

千PHPになっております。
（注５) JAMCO EUROPE B.V.は平成25年６月に清算が結了しております。

10. 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

百万円

株式会社みずほ銀行 7,284

株式会社三菱東京UFJ銀行 6,593

株式会社三井住友銀行 2,744

三菱UFJ信託銀行株式会社 2,723

株式会社りそな銀行 1,200

― 7 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月30日 17時18分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.40 20131220_01）



Ⅱ．会社の株式に関する事項

1. 発行可能株式総数 80,000,000株

2. 発行済株式総数 26,863,974株

3. 株 主 数 2,852名

　 (うち単元株主数 2,777名)

　4. 大 株 主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 8,901 33.18

ANA ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 5,373 20.03

昭 和 飛 行 機 工 業 株 式 会 社 2,003 7.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,318 4.91

ジ ャ ム コ 従 業 員 持 株 会 583 2.17

ザバンクオブニューヨークメロンエスエーエヌブイ10 300 1.11

ゴールドマンサックスインターナショナル 222 0.82

三 菱 商 事 株 式 会 社 221 0.82

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 200 0.74

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 200 0.74

（注）持株比率は、自己株式（38,444株）を控除して計算しております。

Ⅲ．会社の新株予約権等に関する事項

　 特記すべき事項はありません。
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Ⅳ．会社役員に関する事項

　1. 取締役及び監査役の状況

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

取締役会長 寺 田 修

代表取締役社長 鈴 木 善 久

代表取締役
副社長執行役員

河 野 通 秀
品質保証・情報システ
ム・航空機整備カンパ
ニー管掌、CIO

代表取締役
副社長執行役員

大 倉 敏 治
CFO兼財務・経理・人
事管掌

取締役
常務執行役員

星 野 信 也
航空機整備カンパニー・
プレジデント

取締役
常務執行役員

比留間 正 和
航空機器製造カンパニー・
プレジデント

株式会社 ジャムコ エアロマニ
ュファクチャリング代表取締役
社長

取締役
常務執行役員

関 川 安 雄
航空機内装品カンパニー・
プレジデント

株式会社新潟ジャムコ取締役
JAMCO AMERICA, INC.取締役

常勤監査役 白 水 茂 喜

監 査 役 穐 山 健太郎 アライアンス・バーンスタイン株式会社監査役

監 査 役 河 村 寛 治
明治学院大学大学院法務職研究
科（法科大学院）教授

(注) 1. 穐山健太郎、河村寛治の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
2. 穐山健太郎、河村寛治の両氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同証券取引所に届け出ております。
3. 監査役穐山健太郎氏は、米国公認会計士の資格を有しており財務及び会計に関する相当程

度の知見を有するものであります。
4. 佐久文昭氏、床鍋秀夫氏、杉浦勝利氏、小澤発雄氏、木村敏和氏、夏目憲一氏は、平成25

年6月26日開催の第73回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任いた
しました。

5. 江上良民氏は、平成25年６月26日開催の第73回定時株主総会終結の時をもって、任期満了
により監査役を退任いたしました。
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　2. 事業年度中に辞任により退任した取締役

退任時の会社
における地位

氏 名
退任時の担当及び

重要な兼職の状況
　退任日

取 締 役 大上 克裕
全日本空輸株式会社執行役員整備センタ
ー副センター長兼業務推進部長

平成26年３月31日

取 締 役 松本 茂伸

伊藤忠商事株式会社機械カンパニープラ
ント・船舶・航空機部門長代行
伊藤忠アビエーション株式会社取締役
日本エアロスペース株式会社取締役

平成26年３月31日

(注) 1. 社外取締役大上克裕氏は、大株主であるANAホールディングス株式会社の子会社、全日本空
輸株式会社の執行役員整備センター副センター長兼業務推進部長であります。

2. 社外取締役松本茂伸氏は、大株主である伊藤忠商事株式会社の機械カンパニープラント・
船舶・航空機部門長代行であります。伊藤忠アビエーション株式会社、日本エアロスペー
ス株式会社の社外取締役であり、２社は当社と営業上の取引関係があります。

　3. 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取締役 　15名 263百万円

(うち社外取締役) (２名) (１百万円)

監査役 　４名 　43百万円

(うち社外監査役) (２名) (10百万円)

合 計 　19名 306百万円

(注）1. 上記支給額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額55百万円（取締役48百
万円、監査役６百万円）を含んでおります。

2. 上記支給額のほか、平成25年６月26日開催の第73回定時株主総会決議に基づき、役員退職
慰労金を退任取締役５名に対して169百万円、退任監査役１名に対して20百万円支給してお
ります。なお、この金額には、当事業年度及び過年度の役員退職慰労引当金繰入額を含ん
でおります。

3. 上記の支給人員には、平成25年６月26日開催の第73回定時株主総会の終結の時をもって退
任した取締役６名、監査役１名及び平成26年３月31日に辞任により退任した取締役２名を
含んでおります。
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　4. 社外役員に関する事項

　 イ. 重要な兼職先と当社との関係

重要な兼職先との関係につきましては、２.の注記に記載のとおりでありま

す。その他の兼職先との間には重要な取引関係等はありません。

ロ. 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取 締 役 大 上 克 裕
平成26年３月31日に退任するまでの取締役会13回中12回に出席
し、企業経営及び航空輸送業界の観点から、議案審議等に必要な
発言を適宜行っております。

取 締 役 松 本 茂 伸

平成25年６月26日開催の定時株主総会にて取締役に就任し、平成
26年３月31日に退任するまでの取締役会11回中10回に出席し、総
合商社における航空宇宙業界の観点から、議案審議等に必要な発
言を適宜行っております。

監 査 役 穐 山 健太郎

当事業年度開催の監査役会14回及び取締役会13回全てに出席し、
監査結果についての意見交換及び監査に関する重要事項の協議等
を行っております。又、主に米国公認会計士としての専門的見地
からの発言を行っております。

監 査 役 河 村 寛 治

当事業年度開催の監査役会14回中12回及び取締役会13回中11回に
出席し、監査結果についての意見交換及び監査に関する重要事項
の協議等を行っております。又、主に大学院法務職研究科（法科
大学院）教授としての専門的見地からの発言を行っております。

　 ハ. 社外役員の意見により変更された事業の方針又はその他の事項

　 該当する事項はありません。

　 ニ. 当社の不正な業務執行に関する対応の概要

　 該当する事項はありません。

　 ホ. 主要取引先等特定関係事業者との関係

　 該当する事項はありません。

　 ヘ. 責任限定契約の内容の概要

　当社定款において、社外役員は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項に規定する社外役員の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨

を定めておりますが、現時点では社外役員との間で責任限定契約を締結してお

りません。
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Ⅴ．会計監査人に関する事項

　1. 会計監査人の名称

　 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　2. 報酬等の額

　 (1) 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額

40百万円

　 (2) 当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

40百万円

(注) 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合
計額を記載しております。

　3. 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反又は抵触した場合及び公序

良俗に反する行為があったと判断した場合に検討・審議いたします。なお、当社

都合の他、会計監査人の継続監査年数等も勘案いたします。

　4. 現に受けている業務停止処分に係る事項

　 該当する事項はありません。

　5. 過去２年間に受けた業務停止処分に係る事項

　 該当する事項はありません。

　6. 責任限定契約の内容の概要

　当社定款において、会計監査人は会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項に規定する会計監査人の損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨

を定めておりますが、現時点では会計監査人との間で責任限定契約を締結してお

りません。

　7. 子会社の監査の状況

　当社の重要な子会社のうち、JAMCO AMERICA, INC.、JAMCO AERO DESIGN &

ENGINEERING PTE LTD.、JAMCO PHILIPPINES, INC.は、当社の会計監査人以外の監

査法人の監査を受けております。
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Ⅵ．株式会社の業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

　当社の業務の適正を確保するための体制の整備については、次のとおりでありま

す。

1. 取締役・使用人の職務の執行が効率的に行われ、且つ法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制の整備

(1) 内部統制全体を統括する組織として、「ＣＲ(Compliance Risk)会議」（議長：

代表取締役社長）を設置し、内部統制に関する基本方針を策定する。又、取

締役又は執行役員の中からチーフ・コンプライアンス・オフィサー（以下Ｃ

ＣＯという。）を指名し、当社のグループ会社を含めたコンプライアンスの取

組みを横断的に統括・管理・監督する。

(2) ＣＣＯは、コンプライアンス活動の概要について定期的に取締役会に報告す

る。

(3) コンプライアンス体制に係わる規程を整備し、取締役及び使用人は、法令・

定款及び当社の「経営理念」等を遵守し行動する。

(4) 「コンプライアンス規範」及び「コンプライアンス規程」のもと、研修体制

を構築し、取締役及び使用人に対し教育を行い、法令・定款の遵守を徹底す

る。

(5) 本社部門及び製販一体組織の３つのカンパニーに、取締役会において任命さ

れた業務執行者を配置し、迅速な業務執行を行わせると共に業務執行者は明

確な執行責任のもと、担当部署の業務を執行する。

(6) 使用人等が、法令・定款等に違反する行為を発見した場合の通報体制として

の内部通報制度を構築する。

　2. 情報の管理及び文書の保存・管理体制の整備

(1) 情報システム及び情報セキュリティに関する統括責任者としてチーフ・イン

フォメーション・オフィサー（以下ＣIＯという。）を取締役又は執行役員の

中から指名する。

(2) ＣＩＯは、情報システム及び情報セキュリティ活動において当社のグループ

会社を含めた情報システム及び情報セキュリティを統括し、概要について定

期的に取締役会に報告する。

(3) 「情報管理規程」及び「文書管理規程」のもと、情報及び文書（関連資料を

含む。）を適切に管理し、保存・管理（廃棄を含む。）を徹底する。

(4) 取締役の職務の執行に係わる文書その他の情報については、「文書管理規程」

に盛り込み適切な管理を行うと共に、取締役及び監査役がその文書や情報を

常時閲覧できるようにする。
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　3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制の整備

(1) リスクに関する統括責任者としてチーフ・リスクマネジメント・オフィサー

（以下ＣＲＯという。）を取締役又は執行役員の中から指名する。

(2) ＣＲＯは、「リスクマネジメント規程」のもと、当社のグループ会社を含めた

リスク管理の体制を統括する。

(3) ＣＲＯは、リスク管理体制整備の進捗状況をレビューし、リスク管理に関す

る事項を定期的に取締役会で報告する。又、「リスクマネジメント規程」で対

策が必要と規定される主要リスクについては、「ＣＲ会議」で十分に協議し、

予測リスクを最小限に抑える対策を講じる。

(4) 内部監査部門として代表取締役社長に直属する監査部は、定期的にリスク状

況を内部監査する。

(5) 内部監査により法令違反その他の事由に基づき著しい損失の危険のある業務

執行行為が発見された場合の通報体制として、発見された危険の内容及びそ

れがもたらす損失の程度等について、直ちに「ＣＲ会議」及び担当部署に通

報させる。

4． 財務報告の適正性を確保するための体制の整備

(1) 財務報告の適正化に関する統括責任者としてチーフ・ファイナンシャル・オ

フィサー（以下ＣＦＯという。）を取締役又は執行役員の中から指名する。

(2) ＣＦＯは、財務報告適正化委員会活動に関する事項を定期的に取締役会に報

告する。

(3) ＣＦＯは、「財務報告に係わる内部統制規程」及び「財務報告に係わる内部統

制規則」のもと、当社のグループ会社を含めた財務報告の信頼性を確保する

内部統制の整備を行う。

(4) 内部監査部門として代表取締役社長に直属する監査部は、内部統制の評価及

び内部監査を実施し、監査結果を代表取締役社長に報告し、ＣＦＯに写しを

提出する。

(5) ＣＦＯは、 内部監査により内部統制上の不備等が発見された場合は、主担当

部に対し速やかな改善を求める。

(6) 内部統制上の不備等が改善された後、会計監査人による内部統制監査を受け

る。

(7）代表取締役社長は、「内部統制報告書」を作成し、取締役会において決議す

る。

　5. 当社の企業集団における業務の適正を確保する体制の整備

(1) 企業集団の企業行動指針として「経営理念」、「コンプライアンス規範」等を定

め、「ＣＲ会議」の下部機関である各種委員会等を通じ、統一した制度の構
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築・維持に努める。

(2) 子会社ごとに当社の取締役又は執行役員から責任者を決め、事業の総括的な

管理を行う。

(3) 主要な子会社に対しては、当社経理部から取締役又は監査役を選任し、会計

の状況を定期的に監督する。

6. 監査役の職務を補助すべき使用人、監査役への報告その他監査役の監査が実効

的に行われるための体制の整備

(1) 監査役は取締役会のほか、役員会やその他重要な会議に出席し、取締役等か

らその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができる。

　 (2) 監査役は、監査業務の補助を行うための補助者を要請できる。

(3) 前項で補助者となった使用人の取締役からの独立性を担保するため、人事異

動、人事評価、懲戒処分には、監査役会の同意を得たうえで実施する。

(4) 取締役及び使用人は、各監査役の要請に応じて必要な報告をすると共に、監

査役への各種報告事項については、事前に取締役会と監査役会とが協議のう

え、決定する。

(5) 監査役会は、代表取締役、会計監査人、内部監査部門及びグループ会社監査

役との関係を緊密に保ち、定期会合、意見交換を行うことができる。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成26年３月31日現在)
　 (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 1,589,435 支払手形及び買掛金 10,778,555

受取手形及び売掛金 19,662,596 短 期 借 入 金 18,599,910

商 品 及 び 製 品 87,883 一年内返済長期借入金 2,173,886

仕 掛 品 16,608,819 リ ー ス 債 務 241,143

原材料及び貯蔵品 12,506,286 未 払 費 用 929,386

未 収 消 費 税 等 1,190,386 未 払 法 人 税 等 1,756,304

繰 延 税 金 資 産 1,700,133 未 払 消 費 税 等 62,037

そ の 他 1,904,935 前 受 金 4,630,837

貸 倒 引 当 金 △ 81,908 賞 与 引 当 金 1,384,856

流 動 資 産 合 計 55,168,567 工 事 損 失 引 当 金 494,168

固 定 資 産 そ の 他 1,874,079

有 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 42,925,164

建 物 及 び 構 築 物 5,903,681 固 定 負 債

機械装置及び運搬具 1,441,196 長 期 借 入 金 2,507,236

土 地 2,879,780 リ ー ス 債 務 447,091

リ ー ス 資 産 234,590 役員退職慰労引当金 307,310

建 設 仮 勘 定 32,500 執行役員退職慰労引当金 28,852

そ の 他 389,658 退職給付に係る負債 5,673,359

有形固定資産合計 10,881,407 環 境 対 策 引 当 金 7,089

無 形 固 定 資 産 そ の 他 60,567

ソ フ ト ウ ェ ア 596,729 固 定 負 債 合 計 9,031,506

リ ー ス 資 産 553,464 負 債 合 計 51,956,670

そ の 他 16,623 (純 資 産 の 部)

無形固定資産合計 1,166,818 株 主 資 本

投資その他の資産 資 本 金 5,359,893

投 資 有 価 証 券 649,361 資 本 剰 余 金 4,367,993

長 期 前 払 費 用 153,419 利 益 剰 余 金 9,797,343

差 入 保 証 金 74,769 自 己 株 式 △ 29,836

繰 延 税 金 資 産 3,526,272 株 主 資 本 合 計 19,495,393

そ の 他 27,227 その他の包括利益累計額

投資その他の資産合計 4,431,050 その他有価証券評価差額金 37,964

固 定 資 産 合 計 16,479,275 為替換算調整勘定 102,976

退職給付に係る調整累計額 △ 277,869

その他の包括利益累計額合計 △ 136,928

少 数 株 主 持 分 332,707

純 資 産 合 計 19,691,172

資 産 合 計 71,647,843 負債及び純資産合計 71,647,843
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日） (単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 64,914,975

売 上 原 価 53,888,068

売 上 総 利 益 11,026,906

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,737,953

営 業 利 益 4,288,953

営 業 外 収 益

受 取 利 息 773

受 取 配 当 金 3,122

為 替 差 益 404,437

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 66,904

そ の 他 108,957 584,196

営 業 外 費 用

支 払 利 息 267,338

そ の 他 66,677 334,016

経 常 利 益 4,539,132

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 201 201

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 15,139

退 職 給 付 費 用 192,148 207,288

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,332,045

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,302,146

法 人 税 等 調 整 額 △ 609,323 1,692,823

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 2,639,222

少 数 株 主 利 益 △ 82,213

当 期 純 利 益 2,721,435
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 5,359,893 4,367,993 7,344,165 △ 29,649 17,042,402

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 268,256 △ 268,256

当 期 純 利 益 2,721,435 2,721,435

自 己 株 式 の 取 得 △ 186 △ 186

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 2,453,178 △ 186 2,452,991

当 期 末 残 高 5,359,893 4,367,993 9,797,343 △ 29,836 19,495,393

その他の包括利益累計額
少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 11,818 △ 141,123 ― △ 129,305 393,750 17,306,847

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 268,256

当 期 純 利 益 2,721,435

自 己 株 式 の 取 得 △ 186

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

26,146 244,100 △ 277,869 △ 7,623 △ 61,043 △ 68,666

当 期 変 動 額 合 計 26,146 244,100 △ 277,869 △ 7,623 △ 61,043 2,384,325

当 期 末 残 高 37,964 102,976 △ 277,869 △ 136,928 332,707 19,691,172
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連結注記表

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1. 連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数 10社 ㈱新潟ジャムコ、㈱宮崎ジャムコ、㈱徳島ジャムコ、

㈱ジャムコエアロテック、㈱オレンジジャムコ、

㈱ジャムコテクニカルセンター、

㈱ジャムコエアロマニュファクチャリング、

JAMCO AMERICA, INC.、

JAMCO AERO DESIGN & ENGINEERING PTE LTD.、

JAMCO PHILIPPINES, INC.

連結子会社でありました JAMCO EUROPE B.V. は清算が結了したた

め、連結の範囲から除外しております。

2. 持分法の適用に関する事項

　 持分法適用関連会社 １社 SINGAPORE JAMCO PTE LTD.

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

4. 会計処理基準に関する事項

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

その他有価証券 時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

時価のないもの………移動平均法による原価法

　 ② デリバティブ……時価法

　 ③ 棚卸資産

評価基準…………原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

評価方法…………製品・仕掛品…………個別法

材料・貯蔵品…………移動平均法

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）………当社及び国内連結子会社は定率法

　 在外連結子会社は定額法

但し、当社及び国内連結子会社は、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除

く）については、定額法によっております。

なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）………定額法

但し、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間に基づく定額法に

よっております。

　 ③ リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

なお、リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号(平成５年

６月17日(企業会計審議会第一部会)、平成19年３月30日改正)）の適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。
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④ 長期前払費用………定額法

　(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金…………金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による

計算額を、貸倒懸念債権等の特定の債権については、個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金…………従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上して

おります。

③ 工事損失引当金……受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末に受注してい

る工事のうち損失の発生が予想され、且つ、その金額を合理的に見積もる

ことができる工事について、当該損失見込額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金……役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度

末要支給額を計上しております。

⑤ 執行役員退職慰労引当金……執行役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計

年度末要支給額を計上しております。

⑥ 環境対策引当金……ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物等の撤去、処理に関する支出に備え

るため、その見込額を計上しております。

　(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　 ① 重要なヘッジ会計の処理

　 1) 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。但し、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務

等については、振当処理を行っております。

　 2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権債務

　 3) ヘッジ方針

　 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

　 4) ヘッジの有効性評価の方法

繰延ヘッジ処理を採用している取引は、ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な取引条件が同一

であるため、相場変動を完全に相殺すると想定できるものとなっております。

　 ② 退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に

基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計上しております。なお、過去勤務費

用及び数理計算上の差異については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分額を費用処理しております。

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部

におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　 ③ 消費税等の会計処理

　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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5. 会計方針の変更

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成

24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、当連結会計年度末より適用し（ただし、

退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給

付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識

数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っ

ており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付

に係る調整累計額に加減しております。

　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が5,673,359千円計上されておりま

す。また、その他の包括利益累計額が277,869千円減少しております。

6. 追加情報

　(1) 退職給付に係る負債

　国内連結子会社１社において、退職給付債務等の算定を、従来簡便法にて行っておりました

が、従業員の増加に伴い、退職給付に係る会計処理を適正に行うため、当連結会計年度から原則

法に変更しております。簡便法と原則法により算定した退職給付債務の差額192,148千円は特別

損失に計上しております。

　(2) 執行役員退職慰労引当金

　当社は、平成25年6月の定時株主総会及びそれに引き続いて行った取締役会において、執行役

員制度の導入を決議しました。これに伴い、執行役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、

内規に基づく要支給額を執行役員退職慰労引当金に計上しております。
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(連結貸借対照表に関する注記)
1. 有形固定資産の減価償却累計額 19,573,387千円

2. 損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して
おります。当該工事損失引当金に対応する仕掛品の金額は250,650千円であります。

(連結損益計算書に関する注記)

売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 435,015千円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株） 26,863,974 ― ― 26,863,974

2. 配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決 議
株式の
種類

配当金の
総額(千円)

１株当たり
配当金(円)

基 準 日 効力発生日

平成25年６月26日
定時株主総会

普通株式 268,256 10 平成25年３月31日 平成25年６月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

平成26年６月26日開催の定時株主総会において、配当に関する事項を次のとおり付議いたしま

す。

株式の種類
配当金の
総額(千円)

配当金の原資
１株当たり
配当金(円)

基 準 日 効力発生日

普通株式 402,382 利益剰余金 15 平成26年３月31日 平成26年６月27日
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(金融商品に関する注記)

1. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、航空機の内装品、機器等の製造事業及び航空機の整備事業を行うための設備

投資や売上計画等に照らして、必要な資金を主に銀行・生保等の大手金融機関からの借入により

調達しております。資金運用については、一時的な余資を信用力の高い金融機関との間において

確定利回り付き金融商品で運用しております。

　受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されておりますが、与信管理規程等に則り、

リスク低減を図っています。また、投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式が殆どで

あり、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、定期的にその時価の把握を行っておりま

す。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に長期の運

転資金及び設備投資に係る資金調達です。支払利息の変動リスクを回避するため、借入金の殆ど

を固定金利での借入としております。

　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした

先物為替予約です。通常の事業活動を通して生じる実需金額の範囲内において実施することとし

ており、投機的な取引は一切行わない方針であります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は次のとおりであり

ます。

科目
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 1,589,435 1,589,435 ―

(2) 受取手形及び売掛金 19,662,596 19,662,596 ―

(3) 投資有価証券

　 その他有価証券 216,352 216,352 ―

資産計 21,468,384 21,468,384 ―

(1) 支払手形及び買掛金 10,778,555 10,778,555 ―

(2) 短期借入金 20,773,796 20,773,796 ―

(3) 長期借入金 2,507,236 2,523,897 16,661

負債計 34,059,587 34,076,248 16,661

デリバティブ取引 ― ― ―

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
(1) 現金及び預金、並びに (2) 受取手形及び売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

(3) 投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

負債
(1) 支払手形及び買掛金、並びに (2) 短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

(3) 長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引
為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されて
いるため、その時価は、当該売掛金の時価に含めて記載しております。

(注２) 非上場株式 (連結貸借対照表計上額433,008千円) は、市場価格がなく、且つ将来キャッシ
ュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「(3) 投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 721円64銭

2. １株当たり当期純利益 101円45銭

(重要な後発事象に関する注記)

　当社は、当社の持分法適用会社であるSINGAPORE JAMCO PTE LTD.の株式を平成26年５月19日に追加取

得いたしました。これにより、同社は当社の持分法適用会社から連結子会社になりました。

　株式取得の概要は以下のとおりであります。

1. 目的

　SINGAPORE JAMCO PTE LTD.は、航空機内装品等の製造事業と航空機の整備事業を行っておりま

す。この度、航空機の整備事業を事業譲渡し、航空機内装品等の製造事業につきましては、当社が

主体となって運営することといたしました。これにより同社との一層の連携の強化を図ることがで

きると判断しております。

2. 株式取得の相手会社の名称

　SIA ENGINEERING COMPANY LIMITED.

3. 株式を取得する会社の概要

　(1) 会社の名称 ： SINGAPORE JAMCO PTE LTD.

　(2) 所在地 ： LOYANG LANE,SINGAPORE

　(3) 主な事業内容 ： 航空機内装品等の製造

　(4) 資本金 ： 4,400千シンガポールドル

4. 株式取得の時期

　平成26年５月19日

5. 取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

　(1) 取得する株式の数 ： 1,980,000株

　(2) 取得価額 ： 8,921千シンガポールドル

　(3) 取得後の持分比率 ： 75％
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貸 借 対 照 表

(平成26年３月31日現在)
　 (単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 流 動 負 債
現 金 及 び 預 金 754,754 支 払 手 形 235,209
受 取 手 形 58,171 買 掛 金 10,461,986
売 掛 金 17,994,556 短 期 借 入 金 12,940,880
商 品 及 び 製 品 33,591 一年内返済長期借入金 1,696,000
仕 掛 品 12,162,491 リ ー ス 債 務 229,528
原材料及び貯蔵品 9,480,900 未 払 金 542,587
前 払 費 用 284,501 未 払 費 用 427,460
未 収 収 益 2 未 払 法 人 税 等 1,672,944
未 収 入 金 1,582,570 前 受 金 2,681,000
未 収 消 費 税 等 1,190,386 預 り 金 169,938
繰 延 税 金 資 産 1,147,847 従 業 員 預 り 金 346
そ の 他 395,958 賞 与 引 当 金 1,013,467
貸 倒 引 当 金 △ 2,683 工 事 損 失 引 当 金 454,198

流 動 資 産 合 計 45,083,050 設備関係支払手形 6,372
固 定 資 産 流 動 負 債 合 計 32,531,919
有 形 固 定 資 産 固 定 負 債
建 物 3,653,402 長 期 借 入 金 2,120,000
構 築 物 207,944 リ ー ス 債 務 384,197
機 械 装 置 1,069,857 退 職 給 付 引 当 金 4,320,497
車 両 運 搬 具 12,752 役員退職慰労引当金 304,490
工 具 器 具 備 品 277,706 執行役員退職慰労引当金 28,852
土 地 2,023,677 環 境 対 策 引 当 金 7,089
リ ー ス 資 産 163,559 資 産 除 去 債 務 30,000
建 設 仮 勘 定 30,116 固 定 負 債 合 計 7,195,126

有形固定資産合計 7,439,017 負 債 合 計 39,727,046
無 形 固 定 資 産 (純 資 産 の 部)
ソ フ ト ウ エ ア 464,903 株 主 資 本
リ ー ス 資 産 548,844 資 本 金 5,359,893
電 話 加 入 権 11,994 資 本 剰 余 金
そ の 他 366 資 本 準 備 金 4,367,993

無形固定資産合計 1,026,109 資本剰余金合計 4,367,993
投資その他の資産 利 益 剰 余 金
投 資 有 価 証 券 127,152 利 益 準 備 金 318,000
関 係 会 社 株 式 3,512,063 その他利益剰余金
長 期 前 払 費 用 121,522 別 途 積 立 金 1,920,000
差 入 保 証 金 60,174 繰越利益剰余金 7,276,943
繰 延 税 金 資 産 1,585,197 利益剰余金合計 9,514,943
そ の 他 23,716 自 己 株 式 △ 29,836

投資その他の資産合計 5,429,827 株 主 資 本 合 計 19,212,993
固 定 資 産 合 計 13,894,954 評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 37,964
評価・換算差額等合計 37,964

純 資 産 合 計 19,250,958
資 産 合 計 58,978,004 負債及び純資産合計 58,978,004
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損 益 計 算 書

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日） (単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 57,781,450

売 上 原 価 47,094,168

売 上 総 利 益 10,687,281

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,815,546

営 業 利 益 5,871,734

営 業 外 収 益

受 取 利 息 6,948

受 取 配 当 金 37,253

為 替 差 益 517,227

そ の 他 71,361 632,789

営 業 外 費 用

支 払 利 息 175,668

そ の 他 64,287 239,955

経 常 利 益 6,264,568

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 9 9

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 8,187 8,187

税 引 前 当 期 純 利 益 6,256,390

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,263,944

法 人 税 等 調 整 額 115,050 2,378,995

当 期 純 利 益 3,877,394
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株主資本等変動計算書

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日） (単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 5,359,893 4,367,993 4,367,993

当 期 変 動 額

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ―

当 期 末 残 高 5,359,893 4,367,993 4,367,993

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 318,000 1,920,000 3,667,805 5,905,805 △ 29,649 15,604,042

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 268,256 △ 268,256 △ 268,256

当 期 純 利 益 3,877,394 3,877,394 3,877,394

自 己 株 式 の 取 得 △ 186 △ 186

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 3,609,137 3,609,137 △ 186 3,608,951

当 期 末 残 高 318,000 1,920,000 7,276,943 9,514,943 △ 29,836 19,212,993
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評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 11,818 11,818 15,615,861

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 268,256

当 期 純 利 益 3,877,394

自 己 株 式 の 取 得 △ 186

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

26,146 26,146 26,146

当 期 変 動 額 合 計 26,146 26,146 3,635,097

当 期 末 残 高 37,964 37,964 19,250,958
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1. 資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式………………移動平均法による原価法

その他有価証券 時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

時価のないもの………移動平均法による原価法

　(2) デリバティブ…………時価法

　(3) 棚卸資産

評価基準……………原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

評価方法……………製品・仕掛品…………個別法

材料・貯蔵品…………移動平均法

2. 固定資産の減価償却方法

　(1) 有形固定資産（リース資産を除く）……定率法

　但し、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額法によ

っております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　(2) 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法

但し、ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間に基づく定額法に

よっております。

　(3) リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　なお、リース取引開始日が「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５

年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））の適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

　(4) 長期前払費用……定額法

3. 引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念

債権等の特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

　(2) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。

　(3) 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末に受注している工事のうち損失の発

生が予想され、且つ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、当該損失見込

額を計上しております。

　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異については、その発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分額を

費用処理しております。
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　(5) 役員退職慰労引当金

役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

　(6) 執行役員退職慰労引当金

執行役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

　(7) 環境対策引当金

ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物等の撤去、処理に関する支出に備えるため、その見込

額を計上しております。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　(1) ヘッジ会計の処理

　 ① 繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理によっております。但し、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務

等については、振当処理を行っております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建債権債務

　 ③ ヘッジ方針

　 外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っております。

　 ④ ヘッジの有効性評価の方法

　繰延ヘッジ処理を採用している取引は、ヘッジ手段とヘッジ対象の重要な取引条件が同一

であるため、相場変動を完全に相殺すると想定できるものとなっております。

　(2) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結計

算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　(3) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

5. 追加情報

　当社は、平成25年６月の定時株主総会及びそれに引き続いて行った取締役会において、執行役員

制度の導入を決議しました。これに伴い、執行役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく要支給額を執行役員退職慰労引当金に計上しております。

(貸借対照表に関する注記)

1. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　(1) 短期金銭債権 1,971,998千円

　(2) 長期金銭債権 20,000千円

　(3) 短期金銭債務 1,072,228千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 14,832,731千円

3. 損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示して

おります。当該工事損失引当金に対応する仕掛品の金額は238,636千円であります。
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(損益計算書に関する注記)

1. 関係会社との取引高

　(1) 営業取引による取引高

　 売上高 6,107,404千円

　 仕入高 11,295,164千円

　(2) 営業取引以外の取引による取引高

　 受取利息 6,695千円

　 受取配当金 35,730千円

2. 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額 395,046千円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式(株) 38,304 140 ― 38,444

(注) 当事業年度の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。

(税効果会計に関する注記)

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 単位：千円

　(1) 繰延税金資産

　賞与引当金損金 361,199

　退職給付引当金 1,539,825

　役員退職慰労引当金 108,520

　執行役員退職慰労引当金 10,282

　貸倒引当金繰入額 956

　未払事業税否認 122,228

　棚卸資産評価損否認 423,666

　開発費否認 22,891

　工事損失引当金繰入額否認 161,876

　法定福利費否認 52,264

　土地の減損損失 137,410

　資産除去債務否認 10,692

　その他 46,802

　 繰延税金資産小計 2,998,616

　 評価性引当額 △ 245,866

　 繰延税金資産合計 2,752,749

　(2) 繰延税金負債

　その他有価証券評価差額金 19,704

　 繰延税金負債合計 19,704

　繰延税金資産の純額 2,733,045

― 31 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2014年05月30日 17時18分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.40 20131220_01）



(関連当事者との取引に関する注記)

　以下の取引金額には消費税等を含みませんが、債権債務の金額には消費税等を含んでおります。

1. 親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

属
性

会社等
の名称

住所
資本金又は
出資金

事業の
内容
又は
職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

そ
の
他
の
関
係
会
社

伊藤忠
商事㈱

東京都
港区

202,241,312
総合
商社

（被所有）
直接
33.18%

当社製品の販売
役員の兼務等

ギャレーの
販売等

2,659,795

売掛金 482,782

前受金 503,532

ANA ホ ー
ルディン
グス㈱

東京都
港区

318,789,426
航空
運送
事業

（被所有）
直接
20.03%

― ― ― ― ―

　 取引条件ないし取引条件の決定方法等
(注) 製品の販売については、総原価等を勘案して希望価格を提示し、毎回交渉の上、一般的取引条

件と同様に決定しております。

2. 子会社

（単位：千円）

属
性

会社等
の名称

住所
資本金又は
出資金

事業の
内容
又は
職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

子
会
社

㈱新潟
ジャムコ

新潟県
村上市

300,000

航空機
内装品
等製造
関連事
業

（所有）
直接
100%

当社製品の組立・製造
役 員 の 兼 務 等

貸付金の回
収

120,000

流動資産
「その他」

96,000

固定資産
「その他」

20,000

組立作業、
製造等の委
託

3,154,200 買掛金 467,044

JAMCO
AMERICA,
INC.

EVERETT,
WASHINGTON
U.S.A

千USD
16,538

航空機
内装品
等製造
関連事
業

(所有)
直接
91.87%

当社製品の販売・組立
役 員 の 兼 務 等

カスタマー
サポート製
品の販売等

3,381,334 売掛金 910,360

ラバトリー
の最終組立
及び部品調
達業務等の
委託

4,262,537

買掛金 124,793

前受金 549,770

　 取引条件ないし取引条件の決定方法等
(注) 1. 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
(注) 2. 製品の販売については、総原価等を勘案して希望価格を提示し、毎回交渉の上、一般的取

引条件と同様に決定しております。
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3. 兄弟会社等

（単位：千円）

属
性

会社等
の名称

住所
資本金又は
出資金

事業の
内容
又は
職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合

関連当事者との関係 取引内容 取引金額 科目 期末残高

そ
の
他
の
関
係
会
社
の
子
会
社

全日本
空輸㈱

(ANAホー
ルディン
グス㈱の
子会社)

東京都
港区

25,000,000
航空
運送
事業

―
当社製品の販売及び
機体等の整備
役員の兼務等

ギャレー等
の販売及び
車輪・装備
品等の整備
の受託

1,648,024 売掛金 358,186

　 取引条件ないし取引条件の決定方法等
(注) 製品の販売については、総原価等を勘案して希望価格を提示し、毎回交渉の上、一般的取引条

件と同様に決定しております。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 717円64銭

2. １株当たり当期純利益 144円54銭

(重要な後発事象に関する注記)

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成26年５月22日
株式会社 ジャムコ

　取 締 役 会 御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 桐 川 聡 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 八 代 輝 雄 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 金 子 勝 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ジャムコの平成25年4月1日
から平成26年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、こ
れに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有
効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し
て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関
連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法
並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社ジャムコ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成26年５月22日
株式会社 ジャムコ

　取 締 役 会 御中

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 桐 川 聡 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 八 代 輝 雄 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 金 子 勝 彦 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社ジャムコの平成25年
4月1日から平成26年3月31日までの第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行
った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類
及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査
法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保
証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手
するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬によ
る計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが
含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当
と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の
財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第74期事業年度

の取締役の職務の執行に関して各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の

結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり

報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、

監査計画等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、

情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会

議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所

において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載され

ている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行

規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容

及び当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締

役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必

要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換

を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書につ

いて検討いたしました。
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　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務

の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計

審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計

算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連

結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人 太陽ASG有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人 太陽ASG有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

　平成26年５月27日

株式会社 ジャムコ 監査役会
常勤監査役 白 水 茂 喜 ㊞
社外監査役 穐 山 健太郎 ㊞
社外監査役 河 村 寛 治 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第74期の期末配当につきましては、当期の業績が順調に推移したこ

と及び安定かつ継続的に還元を行うとの当社の配当方針等を総合的に

勘案し、株主様のご支援に報いるため、以下のとおりといたしたいと

存じます。

１. 配当財産の種類

　 金銭

２. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金15円 総額402,382,950円

３. 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成26年６月27日

　第２号議案 取締役９名選任の件

　現任取締役全員（９名）は、本総会終結の時をもって任期満了とな

りますので、取締役９名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　 取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

１
鈴
す ず き

木　善
よ し ひ さ

久
(昭和30年６月21日生)

　
5,400株

昭和54年４月 伊藤忠商事株式会社入社
平成12年４月 同社航空宇宙部長
平成15年４月 同社執行役員、航空宇宙・電子部門長
平成18年４月 同社常務執行役員、伊藤忠インターナシ

ョナル会社EVP & CAO
平成19年４月 同社常務執行役員、伊藤忠インターナシ

ョナル会社President & CEO
平成23年３月 同社顧問
平成23年６月 当社代表取締役副社長
平成24年６月 代表取締役社長 現在に至る
(重要な兼職の状況）
JAMCO SINGAPORE PTE. LTD.取締役会議長
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

２
河
こ う の

野　通 秀
み ち ひ で

(昭和26年４月15日生)
1,200株

昭和49年４月 全日本空輸株式会社入社
平成10年７月 同社整備本部ラインメンテナンスセンタ

ーライン運航技術部長
平成13年４月 同社整備本部ラインメンテナンスセンタ

ー副センター長
平成15年４月 同社整備本部原動機センター長
平成18年４月 同社整備本部副本部長
平成23年７月 当社航空機内装品カンパニー顧問
平成24年６月 代表取締役専務
平成25年６月 代表取締役副社長執行役員（品質保証・

情報システム・航空機整備カンパニー管
掌、CIO） 現在に至る

３
大
お お く ら

倉　敏
と し は る

治
(昭和26年12月16日生)

3,400株

昭和49年４月 株式会社東京銀行入行
平成15年12月 当社入社、総務部担当部長
平成16年７月 総務部長
平成17年12月 経理部長
平成18年４月 理事経理部長
平成18年６月 取締役
平成21年６月 常務取締役
平成23年６月 専務取締役
平成25年６月 代表取締役副社長執行役員（CFO兼財

務・経理・人事管掌） 現在に至る
(重要な兼職の状況）
JAMCO SINGAPORE PTE. LTD.取締役

４
関
せ き か わ

川　安
や す お

雄
(昭和27年１月７日生)

12,350株

昭和53年８月 当社入社
平成13年４月 航空機内装品カンパニー内装品工場技術

部設計第二グループ課長
平成15年４月 航空機内装品カンパニー内装品工場技術

部次長
平成18年４月 航空機内装品カンパニー内装品工場技術

部専門部長
平成21年４月 航空機内装品カンパニー内装品工場技術

部長
平成23年６月 取締役
平成25年６月 取締役常務執行役員
平成26年４月 取締役専務執行役員（航空機内装品カン

パニープレジデント） 現在に至る
(重要な兼職の状況）
株式会社新潟ジャムコ取締役
JAMCO AMERICA,INC.取締役
JAMCO SINGAPORE PTE. LTD.取締役
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

５
星
ほ し の

野　信
し ん や

也
(昭和28年９月10日生)

10,100株

昭和47年４月 当社入社
平成11年２月 成田事業所長
平成12年12月 航空機整備カンパニー東京整備工場長
平成16年４月 航空機整備カンパニー理事東京整備工場

長
平成17年４月 航空機整備カンパニー理事仙台整備工場

長兼装備品工場長
平成17年６月 取締役
平成24年６月 常務取締役
平成25年６月 取締役常務執行役員（航空機整備カンパ

ニープレジデント） 現在に至る
(重要な兼職の状況）
株式会社徳島ジャムコ取締役

６
比留間　
ひ る ま

正
ま さ か ず

和
(昭和25年５月22日生)

　
18,300株

昭和48年４月 当社入社
平成４年４月 第三製造工場計画課長
平成８年７月 機器製造工場次長
平成17年６月 航空機器製造カンパニー機器製造工場長
平成21年６月 取締役
平成25年６月 取締役常務執行役員（航空機器製造カン

パニープレジデント） 現在に至る
(重要な兼職の状況）
株式会社 ジャムコ エアロマニュファクチャリング代表
取締役社長

７
※ 木　村

き むら

　亨
とおる

(昭和39年３月28日生)
　０株

昭和62年４月 伊藤忠商事株式会社入社
平成20年４月 同社航空・電子システム部航空機課長
平成25年４月 同社航空システム部長兼航空システム部

エアラインビジネス課長
平成25年７月 同社航空システム部長 現在に至る
(重要な兼職の状況）
日本エアロスペース株式会社取締役
関東航空計器株式会社取締役
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位、担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

８
※ 荒　川　清　朗

あら かわ せい ろう

(昭和32年１月26日生)
０株

昭和54年４月 全日本空輸株式会社入社
平成18年４月 同社整備本部品質保証部副部長
平成20年４月 全日空整備株式会社常務取締役
平成22年４月 ANAテクノアビエーション株式会社代表

取締役社長
平成24年４月 全日本空輸株式会社整備本部副本部長
平成24年11月 同社整備センター副センター長 現在に

至る

９
※ 鈴　木　伸　一

すず き しん いち

(昭和23年11月12日生)
０株

昭和46年７月 川崎重工業株式会社入社
平成12年７月 同社航空宇宙事業本部営業本部防衛シス

テム部長
平成15年４月 同社理事航空宇宙カンパニー営業本部副

本部長兼防衛航空機部長
平成17年４月 同社執行役員航空宇宙カンパニーバイ

ス・プレジデント兼営業本部長
平成20年６月 日本飛行機株式会社代表取締役社長
平成24年６月 同社顧問
平成25年６月 同社退任 現在に至る

(注) 1. ※は新任候補者であります。
2. 伊藤忠商事株式会社は、会社法施行規則第２条第３項第19号に定める特定関係事業者であ

り、木村亨氏は会社法施行規則第２条第３項第６号に定める同社の業務執行者であります。
また、同氏は伊藤忠商事株式会社より使用人としての給与等を受けており、今後も受ける
予定であります。

3. 全日本空輸株式会社は、会社法施行規則第２条第３項第19号に定める特定関係事業者であ
り、荒川清朗氏は会社法施行規則第２条第３項第６号に定める同社の業務執行者でありま
す。また、同氏は全日本空輸株式会社より使用人としての給与等を受けており、今後も受
ける予定であります。

4. その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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5. 社外取締役候補者に関する事項は、次のとおりであります。
(1) 木村亨、荒川清朗、鈴木伸一の３氏は社外取締役候補者であります。なお、鈴木伸一氏

は、独立役員として届け出る予定であります。
(2) 社外取締役候補者の選任理由

①木村亨氏につきましては、大株主である伊藤忠商事株式会社の航空システム部長を務め
ており、航空業界での豊富な経験を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締
役としての選任をお願いするものであります。

②荒川清朗氏につきましては、大株主であるANAホールディングス株式会社の子会社、全日
本空輸株式会社の整備センター副センター長を務めており、航空輸送業界での豊富な経
験を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役としての選任をお願いするも
のであります。

③鈴木伸一氏につきましては、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営
に活かしていただきたいため、社外取締役としての選任をお願いするものであります。

(3) 社外取締役としての職務を適切に遂行することができるものと判断した理由について
①木村亨氏につきましては、当社と営業上の取引関係があります日本エアロスペース株式
会社及び関東航空計器株式会社の社外取締役を務めております。又、当社の大株主であ
る伊藤忠商事株式会社での豊富な経験と見識に基づき、当社の経営全般に助言いただく
ことで、経営体制が更に強化できるものと判断いたしました。

②荒川清朗氏につきましては、当社の大株主であるANAホールディングス株式会社の子会
社、全日本空輸株式会社での豊富な経験と見識に基づき、当社の経営全般に助言いただ
くことで、経営体制が更に強化できるものと判断いたしました。

③鈴木伸一氏につきましては、企業経営者としての豊富な経験と見識に基づき、独立した
立場から当社の経営全般に助言いただくことで、経営体制が更に強化できるものと判断
いたしました。

6. JAMCO SINGAPORE PTE. LTD.は、持分法適用関連会社であったSINGAPORE JAMCO PTE. LTD.
の航空機整備事業をSINGAPORE JAMCO SERVICES PTE. LTD.に事業譲渡し、航空機内装品等
の製造事業を承継した子会社です。

　第３号議案 監査役１名選任の件
監査体制の強化及び充実を図るため、監査役１名の選任をお願いい

たしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

※ 和　田　
わ だ

正
ま さ し

史
(昭和30年１月８日生)

12,000株

昭和58年12月 当社入社
平成10年４月 総務部総務課長
平成15年４月 総務部次長
平成15年10月 人事部次長
平成21年８月 総務部次長
平成23年６月 総務部長 現在に至る

(注) 1. ※は新任候補者であります。
2. 候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。

　第４号議案 補欠監査役１名選任の件
監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠

監査役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は次のとおりであります。
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氏 名
(生 年 月 日)

略 歴、 当 社 に お け る 地 位 及 び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当 社 の
株式の数

山
や ま も と

本　光
み つ よ し

祥
(昭和19年９月29日生)

０株

昭和43年４月 株式会社東京銀行入行
平成10年２月 東京ダイヤモンド・グローバルサービス株式会

社代表取締役
平成11年２月 日機装株式会社入社
平成11年６月 同社取締役就任
平成15年６月 同社常務取締役就任
平成19年６月 同社常勤監査役就任
平成23年６月 同社顧問
平成24年６月 同社顧問退任 現在に至る
(重要な兼職の状況）
Bolthouse Farms Japan 有限会社取締役（非常勤）

(注) 1. 補欠監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 補欠監査役候補者に関する事項は、次のとおりであります。
(1) 山本光祥氏は社外監査役候補者であります。
(2) 社外監査役候補者の選任理由について

山本光祥氏につきましては、銀行勤務時代に培ってこられた国内・海外の拠点運営、営
業部門、企画部門、国際部門、外国為替部門、人事部、秘書室等の幅広い業務を経験さ
れ、銀行子会社及びメーカーの経営に参画してからは、企業経営全般の知識、経験を積
まれていることから、補欠の社外監査役候補者としての選任をお願いするものでありま
す。

(3) 社外監査役としての職務を適切に遂行することができるものと判断した理由について
山本光祥氏につきましては、日機装株式会社の常勤監査役として企業グループ全体の監
査業務、内部統制、内部監査、海外子会社の監査、貿易管理を経験され、企業経営を統
治する充分な見識を有しておられることから、社外監査役としての職務を適切に遂行で
きるものと判断いたしました。

　第５号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件
社外取締役 大上克裕、松本茂伸の両氏は、平成26年３月31日をも

って辞任により退任され、取締役 寺田修氏は、本総会の終結の時を

もって任期満了にて退任されることになりました。

つきましては、各氏に対し、在任中の労に報いるため、当社の内規

に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することとし、その具体

的金額、贈呈の時期、方法等は、取締役会にご一任願いたいと存じま

す。

退任取締役各氏の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

大 上 克 裕
平成24年６月 当社社外取締役
平成26年３月 当社社外取締役退任

松 本 茂 伸
平成25年６月 当社社外取締役
平成26年３月 当社社外取締役退任

寺 田 修
平成８年６月 当社取締役
平成25年６月 当社取締役会長 現在に至る

以 上
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株主総会会場ご案内図

京王プラザホテル多摩３階 「白鳳」

東京都多摩市落合一丁目43番地

電話 042-374-0111（代）

京 王 相 模 原 線 「京王多摩センター駅」中央口下車 徒歩約３分

小 田 急 多 摩 線 「小田急多摩センター駅」西口下車 徒歩約３分

多摩都市モノレール 「多摩センター駅」下車 徒歩約３分

(お車でのご来場はご遠慮ください)

会場にご入場の際には、同封の議決権行使書用紙をご用意ください。
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